小規模事業者持続化補助金の

経費支出の手引きver.２
平成２６年５月
全国商工会連合会

はじめに
　小規模事業者持続化補助金の採択おめでとうございます。

　この補助金は、持続的な経営に向けた経営計画に基づく、小規模事業者の地道な販路開拓（創意工夫による売り方やデザイン改変等）などの取り組みを支援するため、それに要する経費の一部を補助するものです。

　今通常国会で議論されている「小規模事業者振興基本法」による小規模事業者の振興を体現する事業と位置付けられている事業でもあります。

　採択された事業者におかれましては、申請にあたって立案された計画に基づき、着実に事業を実施いただくとともに、正しく補助金執行上のルールを厳守していただき、事業活動の反映につなげていただくことを事務局一同願っております。

[image: image1]　

補助金とは？

国では、小規模企業を振興していくという政策目標がありますが、目標を達成するためには、その目的にあった事業を、事業者のみなさまに、広くあるいはしっかりと取り組んでもらうことがとても重要です。
「補助金」とは、そのような意義のあると国が判断した事業者の実施する事業をサポートするために支給されるお金のことです。
事業者のみなさまが取り組みたい事業と、国の政策の方向性が一致し、政策効果が期待できると判断されたので、国民の税金からみなさまに支払われるものです。 

 そのような性格を持つ補助金ですので、無条件で支払われる訳ではありません。

　きっちりと、ルールを守って、事業の発展のために有効に活用しましょう。
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補助金支出の原則

　補助金の支出にあたっては、次のような基本ルールが決まっています。

　これが守られない場合は、どのように素晴らしい取り組みをされていても、補助金をお支払することはできません。

　必ず守るように気を付けてください。

１．補助事業を行うにあたっては、補助対象事業について明確に経理を区分（帳簿上他の収入・支出と明確にわける）してください。
補助対象経費は当該事業に使用したものとして明確に区分できるもので、かつ証拠書類によって金額等が確認できるもののみとなります。

２．交付決定日（交付決定通知のでご確認ください）以降に発生したもので、平成２７年１月３１日（事業実施機関の終了日）までに支払いが完了したもののみが補助金の対象となります（見積依頼から支払完了まで）。

３．１件あたり１００万円以上（税込）の費用を要するものについては、原則として２社以上から見積を取る必要があります。
ただし、事業内容の性質上、見積もりを取ることが困難な場合は、該当する企業を随意の契約先とすることができます。
その場合、該当企業等を随意契約の対象とするための理由書が必要となります。

４．事務局から求められて遂行状況報告書を提出する場合、また、事業が終了して実績報告書を提出する場合、交付申請時に合わせて補助金額は消費税等仕入控除税額を減額し報告してください（消費税抜きの金額を補助金額とする）。

５．帳簿および証拠書類は、補助事業の完了（廃止の承認を受けた場合も含む）年度の終了後５年間（平成３２年３月３１日まで）、地方事務局の要求があったときは、いつでも閲覧できるように保存しておいてください。
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補助対象となる経費

　下の表に該当する支出が補助金の対象となります。
　各費目の詳細については、５．費目ごとの必要証拠書類の例や公募要領の経費支出基準を参照してください。
①機械装置等費　②広報費　③展示会等出展費　④旅費　⑤開発費　⑥資料購入費
⑦雑役務費　⑧借料　⑨専門家謝金　⑩専門家旅費　⑪委託費　⑫外注費
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補助対象外となる経費

　下のような支出は補助対象外となります。
　たとえ、補助対象となる経費に該当するものでも、下の事項に該当すれば、補助対象外となりますので、ご注意ください。

・交付決定前に発注、購入、契約等を実施したもの

・事務所等に係る家賃、保証金、敷金、仲介手数料、光熱水費

・電話代、インターネット利用料金等の通信費

・名刺や文房具等の事務用品等の消耗品代、雑誌購読料、新聞代、団体等の会費

・茶菓、飲食、奢侈、娯楽、接待の費用

・不動産の購入費、自動車等車両の購入費・修理費・車検費用

・税務申告、決算書作成等のために税理士、公認会計士等に支払う費用および訴訟等のための弁護士費用

・金融機関などへの振込手数料「発注先が負担する（請求金額に含まれる）場合を除く。」
・公租公課（消費税を含み、旅費に係る出入国税を除く。）

・各種保険料（旅費に係る航空保険料、展示会等出展に係るものを除く。）

・借入金などの支払利息および遅延損害金

・上記のほか、公的な資金の用途として社会通念上、不適切と認められる経費

※各費目の留意点は５．費目ごとの必要証拠書類の例を参照してください。
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補助金の証拠書類について

補助金には、透明性、客観性、適切な経理処理が要求されます。使用提示、見積、発注、納品、検収、請求、支払といった流れで調達を行い、適切な経理処理の証拠となる書類を整理してください。 

証拠書類が確認できない場合は、補助対象とすることができませんので、しっかりと書類を整えるようご注意ください。
１．補助金の証拠書類 
〇補助金に関する支出は場当たり的に支出して良いものではありません。
〇物品を購入したり、サービスの提供を受けたりする場合には、必ず「何故その物品やサービスを選んだのか？」「何故その事業者から購入したのか？」「どのようにして注文したのか？」「いつ、どこで、どのようにその物品を受け取ったり、サービスの提供を受けたりしたのか？」「いつ、どのようにして代金を支払ったのか」などの点が問われます。

〇補助金については、口頭での説明というのは通用しません。

〇事業者のみなさまは、補助金に関する支出については、口頭ではなく、具体的な書類で外部の人からの疑問について証明する必要があります。

〇次の項で、補助金に関する、商品やサービスの選定から支払までの流れと、その場面場面で必要な書類の例をあげますので、参考にしながら、事業を進めて下さい。
〇不明な点がある場合は、どのような書類が必要か必ず商工会にご確認ください。

〇いざ、精算の際に、書類が提示できずに補助金を受けることが出来ないというような事態が起こらないようにお願いします。

２．補助金に関する支出の流れ

〇補助金の支出の流れと必要な書類は、下の例の様になっております。
〇下のような過程を経て、支出をするようにしてください。
〇また、流れにしたがって支出を行っていても、すべて電話等での口頭のやり取りで済ませていたのでは、証拠にはなりません。

〇必ず、証拠を書面で残すようにしてください。

　例１：物品の納入等を業者に発注する場合の流れ（番号は次ページの①～⑥に対応）
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　例２：業務委託・外注をする場合の流れ（番号は以下のの①～⑥に対応）

[image: image2]
また、次の①～⑦に、段階ごとにどのような書類が必要かを示していますので、参考にしてください。ゴシック体で示したのはその段階の代表的な書類です。
①仕様の提示

購入・発注をする物品やサービスなどの概要を事前に示した書類

（例）仕様書

　　　商品カタログ・商品などのホームページのプリントアウト

　　　取引先からの提案資料　など

②見積もり

購入・発注をする物品やサービスなどの費用を事前に確認した書類

（１００万円以上については必ず複数社の見積もりを取るようにしてください。どうしても、複数社の見積もりが取れない場合は、理由を明示してください）
（例）見積書・料金表
　　　価格が掲載されている商品などのホームページのプリントアウト　など
③発注・契約

物品やサービスなどを発注・契約したことが確認できる書類

（例）発注書・契約書
注文した際のファックスまたは電子メールのプリントアウト

相手からの受注確認書　など
④納品・完了・検収

物品やサービスなどを受け取ったまたは完了したことが確認できる書類

（例）納品書・完了報告書・完了確認書　など

⑤請求

物品やサービスなどの代金を請求されたことが確認できる書類

（例）請求書 

⑥支払

物品やサービスなどの代金の支払確認が可能な資料（原則は口座振込）
（例）振込の控え・ネットバンキングの記録のプリントアウト

　　　　領収書・預金通帳の当該部分　など
⑦その他
その他支出内容が分かる資料

物品などの写真・報告書
３．補助金に関する書類の記載事項

　補助金に関して提出する書類は、見ただけで内容がわかることが重要です。

　従って、書類ごとに必要な記載内容は異なりますが、上記２．（１）～（６）に関する書類（自社内の書類は除く）、下の例を参考に原則①～⑥までの項目が記載されたものをご用意ください。


①書類の宛名　②書類の発行日　③書類の名称　④金額・時間など
　　⑤書類の説明　⑥書類の発行者

４．証拠書類の整理
　補助金については、事務局に対して、実績報告書とともに、経費支出の証拠書類を提出して、補助金の目的に沿って支出されているかの確認を受け、補助金額を確定させたうえで、みなさまに支払われます。
　したがって、確認が速やかにできるよう、下の見本のような形で、書類を準備して提出してください。

　また、提出するものと同様の書類を一式お手元に保存していただき、事務局からの照会等にはその書類を見ながら対応してください。

　なお、提出書類については全て控え（コピー）で結構です。

（書類整理の例）




５．費目ごとの必要証拠書類の例
　費目ごとの必要証拠書類例について、下の表にまとめていますので、参考にして書類を揃えてください。必要な証拠書類等の①～⑦については、４ページの支出の流れ①～⑦に対応していますので、併せてご確認ください。
	費目
	経費支出基準の内容
	必要な証拠書類等（各費目）

	①機械装置等費
	単価が５０万円未満（税抜）の機械装置等の購入費。
※中古品、汎用性があり目的外使用になり得るものは補助対象外。
	①仕様の提示（どのようなスペックの機械装置が必要なのか購入予定先に示す）
②見積もり

③発注・契約（購入先を決めた理由を記す）
④納品・完了・検収

⑤請求

⑥支払（口座振込が原則）
⑦報告

※購入した機械装置の写真や内容がわかる資料を必ず添付すること。
※必ず機械装置が納品されたことを証明する書類を添付すること。

	②広報費
	パンフレット・ポスター・チラシ・ホームページ等の作成、広告媒体等活用のための経費。
※単なる会社のＰＲや営業活動に活用されるもの、他者の構築するシステムの使用料は、補助対象外。
	①仕様の提示（作成の場合はどのようなものを作るかを示す。掲載等の場合はどのようなことをどこに乗せたいのかを示す）
②見積もり

③発注・契約（発注先・掲載先を決めた理由を記す）

④納品・完了・検収

⑤請求

⑥支払（口座振込が原則）

⑦報告

※作成した広報物の実物や内容がわかる資料を必ず添付すること

※作成物が納品されたことや掲載等が行われたかを証明する書類を添付すること

	③展示会等出展費
	新商品等を展示会等に出展、商談会に参加するための経費。
※出展料以外に、運搬費・通訳料・翻訳料も補助対象となり、販売のみを目的とし、販路開拓に繋がらないものは、補助対象外。
	①②展示会の出展要領等

③出展申込書（出展する展示会を決めた理由を記す）

④出展したことを証明する書類（主催者発行の報告書等）

⑤請求

⑥支払（口座振込が原則）

⑦報告（展示会での活動内容や写真等。旅費を支出する場合は出張報告と兼ねることも可）


	費目
	経費支出基準の内容
	必要な証拠書類等（各費目）

	④旅費
	情報収集・各種調査実施、販路開拓のための旅費。
公共交通機関を用いた最も経済的および合理的な経路により算出された実費。

※タクシー代・ガソリン代・高速道路料金・レンタカー代等の公共交通機関以外の利用による旅費は、補助対象外。
	①②旅費明細書（参考様式を活用。インターネットの旅費計算サイト※で算出したものを添付すること。）または旅行代理店等に依頼をした場合は旅行条件を示した仕様書と見積書
③④旅行代理店と契約した場合は日程表等

⑤⑥現金で購入した場合は領収書を添付する
⑦報告（出張報告）

※航空機を利用した場合は、半券か搭乗証明を添付する。

※旅費計算サイトで算出できない交通機関については、運航会社の料金表等を添付する。

	⑤開発費
	試作品開発に伴う原材料、設計、デザイン、製造、改良、加工するための経費。
購入する原材料等の数量は必要最小限にとどめ、補助事業終了時には使い切ることを原則とする。

※販売を目的とした経費は、補助対象外。
	①仕様の提示（どのような原材料や加工等必要なのか購入または依頼予定先に示す）

②見積もり

③発注・契約（購入または依頼先を決めた理由を記す）

④納品・完了・検収

⑤請求

⑥支払（口座振込が原則）

⑦報告
※原材料を購入した場合は受払簿（参考様式を活用）を添付する

※少量の原材料を直接小売店等から調達する場合は、メーカーのホームページなど使用・見積もり等の代用になるものを添付する

	⑥資料
購入費
	図書等の購入費。
１部のみ、取得価格（税込）が１０万円未満のもの。
	①仕様の提示（どのような資料が必要なのか購入予定先に示す）

②見積もり

③発注・契約（購入先を決めた理由を記す）

④納品・完了・検収

⑤請求

⑥支払（口座振込が原則）

⑦報告

※購入した資料の表紙・裏表紙のコピーや内容がわかる資料を必ず添付すること

※必ず資料が納品されたことを証明する書類を添付すること


	費目
	経費支出基準の内容
	必要な証拠書類等（各費目）

	⑦雑役務費
	臨時雇い入れによるアルバイト代・派遣料・交通費として支払われる経費。
	①②アルバイトに示した労働条件（交通費については④旅費を参考に算出根拠を添付する）

③労働契約書（短期の場合は労働を依頼した書面等）
④日報
⑤給与台帳又は給与明細
⑥支払（口座振込が原則）

	⑧借料
	機器・設備等のリース料・レンタル料。
契約期間が補助事業期間を越える場合は、按分等の方式より算出された補助事業期間分のみを補助対象とする。

※自主事業など補助事業以外にも使用するもの、通常の生産活動のために使用するものは補助対象外。
	①仕様書またはリース・レンタル先のカタログ等

②見積もり

③契約書又は申込書（リース・レンタル先を決めた理由を記す）

④納品
⑤請求

⑥支払（口座振込が原則）

⑦報告

※必ず資料が納品されたことを証明する書類を添付すること
※費用の按分をする場合は、按分の計算がわかる資料を添付する

	⑨専門
家謝金
	指導・助言を依頼した専門家に支払われる謝礼金。
謝金の単価は、補助事業者が定める規定等によりその単価の根拠が明確であり、その金額が社会通念上妥当なものである必要がある。

謝金単価を内規等により定めていない場合、国が定める謝金の支出基準により支出する。
	①②指導依頼書（専門家を選定した理由を記すこと）
③指導承諾書
④指導報告書

⑥支払（口座振込が原則）



	⑩専門家
旅費
	指導・助言を依頼した専門家に支払われる旅費。
「④旅費」参照。
	①②③④旅費明細書（参考様式を活用。インターネットの旅費計算サイト※で算出したものを添付すること。）
⑤⑥現金で支払った場合は領収書を添付する

※航空機を利用した場合は、半券か搭乗証明を専門家から控えを受領し添付する。

※旅費計算サイトで算出できない交通機関については、運航会社の料金表等を添付する。


	費目
	経費支出基準の内容
	必要な証拠書類等（各費目）

	⑪委託費
	①～⑩に該当しない経費で業務の一部を第三者に委託する費用。
	①仕様の提示（どのような業務を委託したいのか委託候補先に示す）

②見積もり（委託内容が記された提案資料があれば添付する）

③発注・契約（必ず契約は締結すること。委託先を決めた理由を記す）

④⑦完了報告書（委託先から依頼した委託業務が終了したことを示す資料をもらう）

⑤請求

⑥支払（口座振込が原則）

※必ず委託業務が終了したことを証明する書類を添付すること。

	⑫外注費
	①～⑩に該当しない経費で業務の一部を第三者に外注する費用。
	①仕様の提示（どのような業務を外注したいのか委託候補先に示す）

②見積もり（委託内容が記された提案資料があれば添付する）

③発注・契約（必ず契約は締結すること。委託先を決めた理由を記す）

④⑦完了報告書（外注先から依頼した委託業務が終了したことを示す資料をもらう）

⑤請求

⑥支払（口座振込が原則）

※必ず外注業務が終了したことを証明する書類を添付すること。








①表紙


証拠書類





③経費支出管理表


（一覧）





②経費支出管理表


（合計）





実施した順番につづっていく





経費支出項目の番号ごとに一まとめにしてバラバラにならないようクリップ（ホチキスは並べ変えが困難なので使わない）でとめる。





④支出を証明する書類





仕


様


書











見


積


書








発


注


書








受


注


確


認


書








納


品


書





請


求


書








振


込


の


控


え








写


真








紛失・混入防止のため経費支出管理表の番号を右肩に記入
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